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　平素は、川崎信用金庫に格別のご愛顧を賜りまし
て、厚くお礼申しあげます。
　今年も地域の皆さまに経営内容や様々な経営活動
を知っていただくため、「 ディスクロージャー
2022」を作成いたしました。ご高覧のうえ、 へ
の一層のご理解をいただければと存じます。
　2021年度の日本経済は、新型コロナウイルス感染
症の変異株蔓延による影響や、世界情勢の悪化、原油
価格の高騰等の制約もあり一進一退の状況が続きま
した。
　このような状況の中、当金庫は引き続き、地元事業
者の方々の金融支援や本業支援に取り組んでいくと
ともに、SDGsや脱炭素社会実現に向けた取組みを
加速させ、当金庫と地域の価値向上に繋げてまいり
ます。
　地域の中小企業、ならびに地域に住み・働く方の夢
の実現を応援する『この街のベストサポーター』とし
て、地域金融機関の責任を果たすべく、役職員一同、
全力で業務に取り組んでまいりますので、変わらぬご
支援を賜りますようお願い申しあげます。

2022年7月
理事長　堤 和也

ごあいさつ

プロフィール（2022年 3月 31日現在）

名称	 ：川崎信用金庫
創立	 ：1923年 7月 18日
本店所在地	 ：川崎市川崎区砂子 2丁目 11番地 1
店舗数	 ：56店舗　　
店舗外ＡＴＭ	：40カ所
役職員数	 ：1,256 名

シンボルマーク

【太　陽】	豊かな太陽の輝き。明るい未来とともに、
	 お客さまと の確かな結びつき。
【青　空】	青空のように広がるしあわせ。
	 お客さまと との信頼のきずな。
【　緑　】	豊かに育つ樹々の緑。
	 お客さまとともに繁栄をめざして。
【広がり】	手と手をつないで、お客さまや地元の
	 皆さまとともに発展していく 。　

は現在から未来へと、輝ける明日を求めて、
この 4つのテーマを大切に守っていきたいと願っています。

のシンボルマークは、
のテーマ、 の顔。

“太陽・青空・緑・広がり”を
表現しています。

当金庫では2021年11月より職員の働きやすい職場環境づくりの
一環として、ノーネクタイでの執務を実施しています。
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経営計画

経営理念
　地域の中小企業ならびに消費者の金融の円滑化を図るため、
明朗・公正にして働き甲斐のある職場環境を基礎とし、いか
なる経済状況の変化にも対応しうる強力な経営体質を維持し
発展せしめる。

経営方針
１．地域と共に歩む協同組織金融機関としての社会的責任と

公共的使命を果たし、地域社会の発展に貢献します。
２．常にお客さまの声に耳を傾け、地域の皆さまにご満足い

ただける質の高いサービスや商品の提供に努めます。
３．適切なリスク管理を通じて、お客さまの情報の適正な保

護等の実現と健全な財務内容の維持を図り、安心してお
取引いただける堅実経営を続けます。

４．役職員全員が法令やルールを厳格に遵守し、誠実・謙虚・
勤勉を行動指針として高い倫理観をもって職務にあたり
ます。

５．業務に伴う環境負荷の低減に努めるとともに、環境保護
運動への参加や環境に配慮した商品の開発などに積極的
に取り組みます。

　当金庫では、2021 年度に新中期経営計画「 プラン 2021-2023」を策定しました。
『この街のベストサポーター』であり続けるために、以下の 3 つの経営課題を掲げ、全力で取り組んでまいります。

ＣＯＮＴＥＮＴＳ

中期経営計画「 プラン 2021-2023」
『この街のベストサポーター』であり続けるために
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　本誌は信用金庫法第 89 条（銀行法第 21 条準用）に基づいて作成したディ
スクロージャー資料（業務及び財産の状況に関する説明書類）です。
　また、本誌に掲載している諸計数は、原則として単位未満を切り捨てのう
え表示しています。したがって、項目ごとに合計した場合、合計を表示して
いる欄等との数値が一致しない場合があります。
　また、本誌に掲載している業種区分はすべて日本標準産業分類の大分類に
準じて記載しています。

地域の課題解決に
向けた支援ネットワーク
の充実強化

● Kawasaki Big Advance によるサポート活動の高度化
● 4 者連携等、外部機関との連携による伴走支援の強化
● SDGs や脱炭素社会実現に向けた具体的な取組み

デジタルトランス
フォーメーションによる
働き方・業務改革、
店舗運営改革の実現

● お客さま目線の金融サービス提供に向けた非対面営業ツールの充実強化
● リモート相談対応等による営業力強化
● ぺーパーレス化等、生産性向上のための環境整備

提案力強化と
の

企業価値の向上

● コンサル機能向上や新商品・サービスの導入による提案力の強化
● 店舗の役割並びに営業活動の見直しによる推進体制の強化
● 多様な人材が活躍できる働き方の実現
● マネロン・テロ資金供与対策・サイバーセキュリティの強化
● 創立 100 周年に向けた取組み

地域に根ざした
営業活動を実践し
最も必要とされる
金融機関へ
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2021年度の事業の概況

預金積金・貸出金残高の推移

経常利益・当期純利益の推移

損益の状況 （単位：百万円）

自己資本の状況 （単位：億円、％）

● 預金積金・貸出金の状況

● 損益の状況

● 自己資本の状況

　2021年度の預金積金の期末残高は、コロナ禍の影響に
よる各種給付金等の積上げもあり、前年度より728億円増加
し、2兆2,591億円となりました。
　2021年度の貸出金の期末残高は、事業者の方々への金
融支援に積極的に取り組んだことに加え、住宅ローンの取扱
いが好調であったことから、前年度より280億円増加し、1兆
3,144億円となりました。

　事業者向け脱炭素化支援融資や住宅ローンに積極的に取
り組んだ結果、貸出金利息は増加しましたが、保有する債券
が順次償還を迎える中、債券への再投資を控えていることに
より有価証券利息配当金が減少したことなどから、資金運用
収益が減少。経常利益は45億円、当期利益は33億円と、前年
度に比べて減益となりました。

　2021年度の自己資本は、1,665億円となりました。その
うち1,637億円は返済負担等のない特別積立金で占めてお
り、自己資本の質は高いものとなっています。
　自己資本比率は、12.15％と前年度に比べ0.08ポイント
上昇しました。これは利益剰余金等を積み上げたことが主な
要因です。
　信用金庫に求められている自己資本比率は4％以上ですか
ら、依然として高い水準を堅持しています。

2019 年度 2020 年度 2021 年度
経常収益                          25,325 26,414 26,270
　資金運用収益                       21,574 22,139 22,009
　役務取引等収益                       3,200 3,487 3,617
　その他業務収益                             193 486 227
　その他経常収益                             357 300 416
経常費用                                       22,508 21,714 21,733
　資金調達費用                                  501 394 322
　役務取引等費用                        1,683 1,703 1,649
　その他業務費用                             56 14 15
　経費                                           19,473 19,261 19,206
　その他経常費用                             794 339 539
経常利益                                        2,816 4,700 4,537
当期純利益                                      1,745 3,398 3,303

2019 年度 2020 年度 2021 年度
自己資本額 1,585 1,623 1,665

（うち特別積立金） （1,571） （1,604） （1,637）
自己資本比率 12.13 12.07 12.15
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不良債権額の保全・未保全額の推移

有価証券の種類別内訳

不良債権の状況 （単位：億円、％）

（単位：億円）

● 金融再生法上の不良債権の状況

● 保有有価証券の状況

● 今後の事業展望及び対処すべき課題

　2021年度の不良債権は、856億円（不良債権比率6.51％）と前年度より81億円増加しました。不良債権は、そのすべてが
回収不能というわけではなく、経営内容の改善に向け支援を継続している融資も含まれています。仮にそのすべてが回収不能
になったとしても、全体の92.79％は担保や、保証、貸倒引当金によりカバーされています。また、未保全額61億円に対しては、
1,637億円の特別積立金がありますので、不測の事態に対する備えは万全です。

　金融緩和を背景とした低金利が続いているため、債券を中
心に有価証券の購入を控えており、2021年度の期末残高は
前年度より243億円減少し、2,809億円となりました。

　2021年度の日本経済は、新型コロナウイルス感染症変異型「オミクロン株」の蔓延による影響や世界情勢の悪化、供給面にお
いては半導体不足や原油価格高騰等の制約もあり、一進一退の状況が続きました。また、当金庫営業地域の地元事業者の方々に
おいても、コロナ禍での断続的な時短要請による売上停滞や原材料価格の高騰等が、業況回復の下押し要因となっています。
　そのような中、当金庫はコロナ禍における地域の要として、長年培った対面営業の強みを活かしつつ、非対面営業ツールの充実
を図ることで、地元事業者の資金繰り支援や経営改善支援等、地域の課題解決に、引き続き取り組んでいきます。加えて、SDGs
や脱炭素社会実現に向けた取組みを加速させ、当金庫と地域の価値向上に繋げていきます。
　創立100周年事業のコンセプトでもある「金庫」「職員」「地域」の絆の深化と、『この街のベストサポーター』であり続けるため
に、中期経営計画「 プラン2021‐2023」の2ヵ年目として、「地域の課題解決に向けた支援ネットワークの充実強化」、「デ
ジタルトランスフォーメーションによる働き方・業務改革、店舗運営改革の実現」、「提案力強化と の企業価値の向上」の3
つの経営課題に取り組んでいきます。
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地方債 343社債 964

株式 220

その他の証券 673 国債 607

合計

2,809

区分 開示残高
(a)

保全額 (b)
保全率

（ｂ）/（a)

引当率
（ｄ）/
（a-c)

担保・保証等
による回収
見込額（ｃ）

貸倒引当金
(d)

金融再生法上
の不良債権 856 794 749 44 92.79 42.10

破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権

38 38 32 5 100.00 100.00

危険債権 812 754 714 39 92.82 40.42

要管理債権 5 2 2 0 42.24 0.34

正常債権 12,292

合計 13,148
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　当金庫は、地域の中小企業や個人のお客さまが会員となり、互いに地域の繁栄を図る「相互扶助」を目的とした非営利の協同
組織金融機関です。
　お客さまからお預かりした大切なご預金は、地域で資金を必要とするお客さまにご融資を行うことで、事業の繁栄や豊かな
暮らしのお手伝いをしています。また、様々なニーズにお応えすべく、お客さまサポート業務の強化など各種金融サービスの充
実にも努めています。
　これからも、金融サービスの提供にとどまらず、文化的・社会的な地域貢献といった面も視野に入れ、地域社会の活性化に積
極的に取り組んでまいります。

地域の皆さまと共に歩む金融機関として、
地域社会の発展に貢献します。

預金積金出資金

お客さま・会員の皆さま
会員数：103,726人

貸出金 お客さま
サポート

地域
貢献活動

地域と
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『美しい地球と、笑顔あふれるこの街を、
未来につないでいくために』
　川崎信用金庫は国連が提唱するSDGs「持続可能な開発目
標」の理念に賛同し、地域発展への貢献及び地域の皆さまとの
連携を通じて、持続可能な社会の実現に努めてまいります。

SDGsとは
　SDGs（エス・ディー・ジーズ）とは、Sustainable Development Goalsの略称であり、2015年9月の国連サミッ
トで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に記載された2030年を期限とする世界共通目標です。
17の目標と169のターゲットから構成されています。

● 「かわさきSDGsパートナー」ゴールドパートナーに認証
　当金庫は川崎市がSDGｓの達成に向けて取り組む企業・団体を登録・認証する制度である、

「かわさきSDGsパートナー」のゴールドパートナーとして認証されています。
　また、登録・認証団体の活動を支援する、「川崎市SDGsプラットフォーム」の事務局とし
て、川崎市と共にSDGsの達成に向けた地域への普及促進活動に取り組んでまいります。

● 脱炭素戦略「かわさきカーボンゼロチャレンジ2050」に賛同
　当金庫は2050年のCO₂排出実質ゼロを目指す、川崎市の脱炭素戦略「かわさきカーボ
ンゼロチャレンジ2050」に賛同しています。地球温暖化対策のため、川崎市や地域の方々と
連携し、脱炭素社会の実現を目指します。

● 「再エネ100宣言RE Action」に参加
　当金庫は使用電力を100%再生可能エネルギーに転換する意思と行動を示し、再エネ
100%利用を促進する枠組みである「再エネ100宣言RE Action」に参加しています。当金
庫の使用電力に関して、①「2030年までに使用電力の15％以上を再エネ化すること。」、②

「2050年までに使用電力の100％を再エネ化すること。」を目標として掲げ、再エネ利用、
脱炭素化を進めていきます。

● 「地方創生SDGs官民連携プラットフォーム」に登録
　当金庫は内閣府のSDGs推進施策である「地方創生SDGs官民連携プラットフォーム」に登録
しています。内閣府及び登録企業と連携し、SDGsの普及促進活動に取り組んでまいります。

● 「かながわSDGsパートナー」に登録
　当金庫は神奈川県のSDGs推進施策である「かながわSDGsパートナー」に登録していま
す。神奈川県及び登録企業と連携し、SDGsの普及促進活動に取り組んでまいります。

● 「かながわプラごみゼロ宣言」に賛同
　当金庫は神奈川県の取組みである「かながわプラごみゼロ宣言」に賛同しています。深刻
化する海洋汚染の防止に向けて、プラごみの削減と適切な処分の実践に努めてまいります。

のSDGsへの取組み

ディスクロージャー 2022 6



中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況

　当金庫は、以下の両方針をもって中小企業の経営支援に関する取組み方針とし、地域の皆さまの課題解決に努め、地域
社会の発展や地域経済の活性化に取り組んでいます。

　地域と共に歩む信用金庫としての役割を誠実に果たし、地元の中小企業者等に対する経営支援や地域経済の活性化に
貢献するため、地域密着型金融を推進しています。

『地域密着型金融の取組み方針』

　地域に根ざしたきめの細かい営業活動をはじめ地域に
密着した業務運営を展開することにより、お客さまや地
域のニーズの的確な把握に努めてまいります。
　そして、創業以来変わらぬ堅実経営の下、「地域のお
客さまからお預かりしたご預金を、地域で資金を必要と
するお客さまにご融資すること」並びに「地域の活性化
に向けて、地域との連携を一層強化すること」を通じて
地域経済の発展に貢献してまいります。

　当金庫は、以下のとおり必要な態勢整備を図っています。

●「地域密着型金融の取組み方針」や「地域金融円滑化のための基本方針」を制定し、中小企業の経営支援に取り組
んでいます。

●お客さまサポート部を設置し、地域社会の発展や地域経済の活性化へ向けて、情報の仲介・提供による付加価値の
ある対面活動を徹底し、円滑な資金供給やお客さまの成長支援に努めています。

●お客さまサポート部を企業再生支援業務の所管部署と定め、本部と営業店が情報共有を図り、お客さまの業況や経
営改善計画の進捗状況に応じた支援やコンサルティング機能の発揮に努めています。

●政府施策に基づいた幅広い支援機関からなるネットワークを活用するなど、関係機関と緊密な連携に基づいた支援
活動に取り組んでいます。

●中小企業等経営強化法に基づいて経済産業省より「経営革新等支援機関」に認定されています。

お取引先企業に対する
コンサルティング機能の発揮

　お取引先企業との継続的な関係
を深め、経営目標や課題の解決に
向けたコンサルティング機能の発
揮に努めます。

地域の面的再生への
積極的な参画

　地域社会の一員として、地域経
済活性化に貢献するための取組み
を行います。

地域やお客さまに対する
積極的な情報発信

　地域やお客さまの理解を深め、
信頼関係を強化するため、当金庫
の地域密着型金融の取組み等に関
する情報を積極的に発信します。

『地域金融円滑化のための基本方針』

　地域の中小企業および個人のお客さまに必要な資金を
安定的に供給すること、並びに中小企業のお客さまの経
営をサポートすることは、地域金融機関である当金庫に
とって重要な社会的使命です。
　当金庫は、お客さまからの資金に関するご相談や、融
資条件の変更等のお申込みがあった場合には、これまで
と同様、お客さまの抱えている問題を十分に把握したう
えで、その解決に向けて真摯に取り組みます。

● 中小企業の経営支援に関する取組み方針

● の地域密着型金融

● 中小企業の経営支援に関する態勢整備の状況

地域と
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中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況

ビジネスオーディションへの協力
　自治体や支援機関等が開催する各種ビジネス
オーディションに協力し、新たなビジネスにチャレ
ンジする事業者を応援しています。

【主な協力実績】
◦「かわさき起業家オーディション」（計4回）への協賛
　　協賛賞：「 賞」を計4社へ授与
◦「かながわビジネスオーディション」への協賛
◦「横浜ビジネスグランプリ」への後援

■創業・新分野進出の支援

　当金庫は「地域と共に歩む協同組織金融機関としての社会的責任と公共的使命を果たし、地域社会の発展に貢献する」
ことを経営方針の一つに置き、中小企業の本業支援に力を入れています。当金庫本部に「お客さまサポート部」を設置し、
営業店と本部スタッフによる企業支援のほか、支援機関や外部専門家などと連携した支援を行っています。『この街のベス
トサポーター』として、「地元の中小企業を元気にする」ことを通じて地域経済の活性化に寄与してまいります。

１．お取引先企業に対するコンサルティング機能の発揮

■経営支援体制

お客さまからのご相談

◦創業、新分野進出 ◦SDGs ◦販路拡大
◦経営改善 ◦知的財産活用 ◦事業承継　など

相談 支援

連携
営業店

お客さまサポート部

支援機関・外部専門家

川崎市
公益財団法人 川崎市産業振興財団
公益財団法人 横浜企業経営支援財団
公益財団法人 神奈川産業振興センター
関東経済産業局
地方独立行政法人 神奈川県立産業技術総合研究所　
川崎商工会議所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
神奈川県中小企業活性化協議会　など

かながわビジネス
オーディション

横浜ビジネスグランプリかわさき起業家
オーディション

● 中小企業の経営支援に関する取組み状況

ディスクロージャー 2022 8



ビジネスマッチング
　お客さまの販路拡大や新たなビジネス機会を提供するため、各種商談会や経営課題をトータルサポートするWEBプ
ラットフォームサービス「Kawasaki Big Advance」等を活用し、ビジネスマッチング支援に取り組んでいます。

新製品開発・新事業展開
　川崎市、公益財団法人川崎市産業振興財団、公益財団法人横浜企業経営支援財団(IDEC横浜)等と連携し、大企業等の
特許技術やノウハウと中小企業をマッチングすることで、新商品開発や新たな事業展開を支援しています。
　また、2022年2月9日に大牟田柳川信用金庫及び福岡ひびき信用金庫と連携し、「知的財産マッチングイベントwith広
域連携交流」を開催しました。本イベントでは、大企業を招致し、シーズを紹介することで、中小企業の新製品開発に繋げる
ための機会を提供したほか、事例やノウハウを共有し、企業を含めた地域間の交流や各地域の活性化に取り組みました。

創発塾
　地元中小企業の若手経営者の育成を図ることを目的として、1999年11月に発足した経営塾です。講師から一方通行
型の一般的な経営セミナーと異なり、会員との双方向性を重要視した、参加型の講義が特徴です。会員の方々は幅広い業
種にわたっており、会員相互の異業種交流の場として活用いただいています。

【開催内容】

◦「ビジネスマッチングwithかながわ8信金」
　神奈川県内8信用金庫と連携し、県内で活動される企業を中心に、新たなビジネスパートナーを見つけていただくため、
WEB内マッチングによる個別商談の機会を提供しました。

総体の実績  
◦参加企業数：250社(発注、受注企業の合計)　　　◦総商談数：348件

■成長段階における支援

当金庫の知的財産マッチング事業について、詳しくはホームページに掲載しています。

知的財産マッチング事業　URL　https://www.kawashin.co.jp/houjin/support/ip.html

大手企業

「知」

◦特許権の実施許諾
◦ノウハウ提供
◦技術指導
◦販路開拓支援

中小企業

「技」

◦新製品開発
◦新規事業への進出
◦技術の高度化
◦製品付加価値の向上

川崎信用金庫
川崎市

公益財団法人 川崎市産業振興財団
公益財団法人 横浜企業経営支援財団

◦知的財産交流会の開催
◦マッチングの調整
◦契約交渉の代行・支援
◦製品化・事業化支援
◦資金獲得支援

知的財産

対価

地域と
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再生支援の取組み
　当金庫では、経営改善支援が必要なお取引先企業と共に、経営改善策の立案や、経営改善計画の策定などを通じて経営
課題解決に取り組んでいます。本部と営業店が連携することにより、サポート体制を強化しています。また、中小企業活性
化協議会や経営改善支援センター等の外部機関や専門家とも連携して、経営改善支援に取り組んだ事例や返済正常化を
支援した事例もあります。

事業承継の支援
　2017年12月より、川崎商工会議所、公益財団法人川崎市産業振興財
団及び川崎市と共にKAWASAKI事業承継市場を運営しており、後継者
育成や第三者承継(M&A)など、中小企業者が抱える事業承継に関する相
談やサポートをオール川崎で対応しています。
　KAWASAKI事業承継市場では、具体的な取組みとして、以下の活動を
しています。
◦事業承継セミナー
　(テーマ) ◦中小企業のM&A(買い手側)入門セミナー
　　　　　　―買い手側企業が知っておくべきポイント―
　　　　　◦事業承継計画“表”を作ってみよう！
◦事業承継個別相談指導(全8回)

■経営改善・事業再生の支援

地域密着型金融の実績 （2021年4月～2022年3月）

主要計数等 実績
 期初における支援対象お取引先数（A） 9,330 先
　　 うち経営改善支援先（α） 122 先
　　　　 αのうち期末に債務者区分がランクアップした先数（β） 6 先
　　　　 αのうち再生計画を策定した先数（σ） 27 先
経営改善支援取組み率（α／ A） 1.3 ％
ランクアップ率（β／α） 4.9 ％
再生計画策定率（σ／α） 22.1 ％
創業・新事業支援融資実績〔件数・実績〕 件数：164 件　金額：   920 百万円
個人保証・不動産担保に過度に依存しない融資の取組み実績〔件数・金額〕 件数：153 件　金額：2,352 百万円
中小企業向け融資残高 9,765 億円

（注） １．期初における対象お取引先数（正常先を除く）は 2021 年 4 月当初時点のものです。
 ２．期初における対象お取引先数及び経営改善支援先は、取引先企業（個人事業主を含む）で、地方公共団体並びに個人ローン、住宅ローンのみの先を含んでいません。
 ３．各比率は小数点以下第 2 位を切り捨てのうえ表示しています。
 ４．ランクアップとは当期末（2022 年 3 月末）の債務者区分が期初（2021 年 4 月当初）より上位遷移することをいいます。
 ５．再生計画を策定した先数には、中小企業活性化協議会に持ち込んで再生計画を策定した先に加えて、当金庫独自の再生計画策定先を含んでいます。
 ６．創業・新事業支援融資の実績は、「 創業支援資金『ファイト！』」「川崎商工会議所創業者支援保証制度」「信用保証協会付の制度融資」の合計です。
 ７．  個人保証・不動産担保に過度に依存しない融資の取組み実績は、「エリアアシスト」「 『この街ローン』」「 カーボンゼロ・アシスト 2050（無担保扱い）」

の合計です。なお、「エリアアシスト」は取扱い終了しています。

KAWASAKI事業承継市場

川崎信用金庫
川崎商工会議所

公益財団法人 川崎市産業振興財団
川崎市

相談 支援

中小企業者

　2020年7月より取扱いを開始したWEBプラットフォームサービス「Kawasaki Big Advance」により、販路拡大・人材
確保・業務効率化・事業承継など、お客さまの抱える経営課題をトータルサポートしています。
　非対面で行えるビジネスマッチングや、効率的なコミュニケーションツールとして気軽に活用できるチャット機能、文字
や写真を入れるだけで簡単に出来上がるホームページ作成機能など、便利な機能を有し、多くの事業者の方にご利用いた
だいています。

■Kawasaki Big Advance

URL　https://www.kawashin.co.jp/houjin/support/kba.html

2．地域の面的再生への積極的な参画(地域経済の活性化に関する取組み）
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　事業を営むお客さま向けにセミナー情報、商談
会情報、補助金情報等の無料配信を実施していま
す。メール配信サービスは当金庫ホームページよ
りお申し込みいただけます。

　四半期に１回、川崎市内の中小企業の景況感を
調査する中小企業動向調査や社会情勢を調査す
る各種特別調査を行っています。調査結果をホー
ムページに掲載し、地域で情報を共有化するとと
もに、企業経営に役立つ情報を提供しています。

3．地域やお客さまに対する積極的な情報発信

■ 経営サポートメール

■中小企業動向調査 2021 年度の主な特別調査について
第 1 四半期 中小企業の事業継続について
第 2 四半期 中小企業の雇用環境について
第 3 四半期 2022 年（令和 4 年）の経営見通し
第 4 四半期 原材料・仕入価格の上昇による中小企業への影響について

中小企業が地域金融機関に望むこと及び ESG 投融資について

　新型コロナウイルス感染症の影響により、地元事業者の方々に大きな影響が生じている状況
を踏まえ、資金繰りをはじめとする様々な経営相談に対して、これまで以上に丁寧かつ迅速にお
応えするため、2020年2月より出張所を含む全店に「経営相談窓口」を設置しています。

　SDGs・脱炭素について地元事業者の関心が高まっており、2021年12月に「脱炭素時代を生
きる中小企業のSDGs戦略」と題したセミナーを開催しました。環境省や地元事業者から講師を
お招きし、SDGsや脱炭素の基礎知識から、具体的な取組事例まで、2050年のカーボンニュート
ラルに向けて、明日から取り組めるようなヒントをご紹介しました。

「経営相談窓口」の設置

SDGs・脱炭素セミナーの開催

● 新型コロナウイルスへの対応

● 川崎市SDGsプラットフォームの活動

● 「経営者保証に関するガイドライン」への取組み

https://www.kawashin.co.jp/houjin/
support/guide.html

URL

　当金庫では、「経営者保証に関するガイドライン」及び「事業承継時に焦点を当てた『経営者保証に関するガイドライン』の特則」の趣
旨や内容を十分に踏まえ、お客さまからお借入れや保証債務整理の相談を受けた際に真摯に対応するための態勢を整備しています。
　また、経営者保証の必要性については、お客さまとの丁寧な対話により、法人と経営者の関係性や財務状況等を把握し、同ガイドラ
イン等の記載内容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めています。
　なお、2021年度に当金庫において、新規に無保証で融資をした件数は1,551件、新規融資に占める経営者保証に依存しない融資
の割合は20.29％、保証契約を解除した件数は330件です。保証債務整理については、当金庫をメイン金融機関として成立に至った
同ガイドラインに基づくお申し出はありませんでした。

地域と
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　当金庫は金融サービスの提供にとどまらず、地域と共に歩む金融機関として、地域社会の発展や活性化に貢献できるよ
う、様々な活動に取り組んでいます。

　川崎市サッカー協会に加盟している小学2～4年生のチームを対象に、1994年より毎年開催し
ています。第28回大会は93チーム1,400名を超える選手が参加して熱戦が繰り広げられました。
　第28回大会では、新型コロナウイルス感染症の影響により、例年実施している開会式は行われ
ず、5月8日から予選リーグが開始され7月10日に決勝戦・閉会式が行われました。

　川崎市内に在住・通学する小学5・6年生を対象とした作文と絵画のコンクールを1992年より開
催しています。
　第30回では、コロナ禍にもかかわらず、約4,600点の応募がありました。例年実施している受賞者
によるオーストラリア・ウーロンゴン市及び北海道中標津町への親善訪問は、受賞者の安全・安心
を最優先して実施せず、7月21日に行われた表彰式の際、褒賞品が贈られました。

　劇団四季と一般社団法人舞台芸術センターが主催する「こころの劇場」の神奈川県協賛を行
いました。同プロジェクトは舞台を通じて子どもたちに演劇の素晴らしさと感動を届けるもので
あり、次世代の未来を担う子どもたちの情操教育の一助となるよう、2018年度より協賛していま
す。今回は約470校47,600名にお届けしました。 （写真提供：劇団四季　撮影：樋口隆宏）

杯ジュニアサッカー大会

川崎ジュニア文化賞

劇団四季「こころの劇場」への協賛

清拭クロスの寄贈

災害備蓄品の寄贈

※機種によっては読み込めない場合がございます。

地域への取組みについて、詳しくはホームページに掲載しています。ぜひ、ご覧ください。

● 社会貢献活動

川崎ジュニア文化賞作文の部受賞作品
　　　https://www.kawashin.co.jp/local/cultureprize/sakubun.htmlURL

川崎ジュニア文化賞絵画の部受賞作品
　　　https://www.kawashin.co.jp/local/cultureprize/kaiga.htmlURL

社会貢献活動・地域貢献活動
　　　https://www.kawashin.co.jp/local/katsudou/index.htmlURL

　主に川崎市内の老人ホーム・養護施設へ、1990 年より毎年、役職員等の手作り清拭クロス
を「小さな善意」として寄贈しています。昨年は 18 施設に約 1,250 枚を寄贈しました。

　災害備蓄品で賞味期限が残り1 ～2 年のフリーズドライビスケットや乾パン、サバイバルパン、
ミニクラッカーなど 10,152 個を、公益社団法人フードバンクかながわへ寄贈しました。寄贈し
た災害備蓄品は、社会福祉協議会などを通じて、必要とされる方々に随時配布されています。
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　当金庫は経営方針の中に「業務に伴う環境負荷の低減に努めるとともに、環境保護運動への参加や環境に配慮した商品
の開発などに積極的に取り組む」ことを掲げています。この方針に基づき、地域の脱炭素社会の実現に向けた融資商品の
販売など、環境に配慮した経営を実践しています。

　地域の脱炭素社会の実現に向けた普及啓発を積極的に進めるため、脱炭素や環境配慮
に向けた取組みを行う地元事業者・個人の方を対象とした事業性融資商品、アパートロー
ン、住宅ローン、カーライフローンを取り扱っています。　
※審査の結果によって、ご希望に添えない場合がございます。

カーボンゼロ融資商品

　 カーボンゼロ融資商品と共に環境意識を高め、環境保全に向けた地域の取組み
への支援を行うため、伝票レス（ペーパーレス）で作成いただけるATM限定の定期預金を
取り扱っています。本商品の契約金額に応じた寄付金を当金庫が拠出し、緑化基金等へ
寄付します。

カーボンゼロアシスト定期預金

　中原事務センターの屋上の空きスペースに、太陽光パネルを設置しました。（33.0kW、
完全自家消費）2030年までに使用電力の15％以上を再エネ化することを「再エネ100宣
言REAction」の目標として掲げており、目標の達成に向けて、今後も再エネ設備の導入
の検討を行います。

太陽光パネルの導入

　プラごみ削減の基本的な考えである3R（リデュース・リユース・リサイクル）の実現に向
け、各職場にごみの分別用回収ボックスを設置し、役職員全員でプラごみの分別に取り組
んでいます。また、本部、各営業店にウォーターサーバーを設置することで、全役職員にマ
イボトルの持参を奨励し、ペットボトルごみの削減に努めています。

職場内での脱炭素への取組み

　川崎市では、2010年度から市内に100万本の植樹を目指す「市民100万本植樹運動」
を行っており、毎年10月に開催する「植樹祭」には当金庫役職員も参加しています。2019
年12月に100万本の植樹を達成したことから、今後は150万本の植樹を目指して「市民
150万本植樹運動」として取組みを継続します。2021年は10月31日に行われました。

「市民150万本植樹運動」への参加

　川崎市幸区役所では、区が進める「花と緑のさいわい事業」の一環として、1997年か
ら幸区下平間にある大師堀公共花壇の花植えを行い、地域の緑化活動などを行っていま
す。当金庫も花植の提供など当事業に協力しています。2021年は6月29日と11月29日
の2回行われました。

「大師堀花壇花植事業」への協力

● 環境への取組み

地域と
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　当金庫はワークライフバランス支援等により、多様な人材が活躍できる働き方の実現を通じて、職員が最大限に能力を
発揮できる職場づくりを目指しています。

　2020年9月、仕事と育児の両立支援における優良企業として、厚生労働大臣より「プラ
チナくるみん認定」を取得しました。主な取組みとしては、「育児休業取得率100％」、「子
育て支援休暇の導入」「早帰りデーの実施」等です。今後も仕事と生活が両立できる職場
環境づくりに努めていきます。

「プラチナくるみん認定」の取得

　産前産後休暇中、育児休業中の職員を対象とした「 育ママ会withパパ」を開催
しています。2022年2月は前年同様にオンラインでの開催となりましたが、復帰に向け
た情報共有やベビーダンスでリフレッシュしました。参加者からは「職場復帰に向けて、不
安が和らいだ」などの感想が寄せられました。※右上写真は2019年3月、左下写真はオ
ンライン開催の模様

「 育ママ会withパパ」の実施

　当金庫は、2023年7月18日に創立100周年を迎えます。100周年に向け
て様々な記念事業を進めていく目的で「創立100周年記念委員会」を発足さ
せました。
　委員会では、「地域・顧客」「職員」「金庫」の3つのワーキンググループが記念
事業の企画立案を行っています。当金庫に関わる全ての方に感謝の意を表す
るとともに、今後も地域と当金庫の持続可能な繁栄を目指していきます。

「創立100周年」に向けた取組み

　2022年1月24日、南太田支店新店舗がオープンしました。明るさのある
白系の外装に、陽射しの低減効果のある木質調ルーバーを南側正面に設置し
て、環境に配慮したデザインとしています。歩道から1階ATMコーナーまでは
段差をなくし、バリアフリーにも対応した店舗となっています。支店職員一同、
皆さまのご来店を心よりお待ちしています。

　登戸支店の3階の余剰スペースを活用し、2021年8月にサテライトオフィス
サービス「ZXY（ジザイ）」をオープンしました。利用できる時間は平日の午前
7時から午後9時まで、1名用個室を40部屋、6名用個室を1部屋ご用意してい
ます。地域にお住まいの方々の働き方の多様化に合わせたサービスを提供し、
地域の活性化に貢献することを目的としています。

「南太田支店新店舗オープン」

登戸支店サテライトオフィスオープン

トピックス

● 多様な人材が活躍できる働き方への取組み

ディスクロージャー 2022 14



総　代　会

総代候補者選考委員

総代候補者

総　　　代

総代会 会員の総意を適正に反映するた
めの制度

決算に関する事項、理事・監事の選任等重要事項を決議

③理事長は、総代候補者氏名を店頭
掲示し、所定の手続きを経て、会
員の代表として総代を委嘱

①総代会の決議により、会員の中か
ら総代候補者選考委員を選任

　信用金庫は、株式会社とは異なり会員同士の「相互
扶助」の精神を基本理念とする協同組織金融機関です。
会員は出資口数にかかわらず1人1個の議決権を持ち、
総会を通じて経営に参加することになります。
　しかし、会員数が大変多いことから、会員の総意を
代表する総代を地区ごとに選任し、総代による総代会
制度を採用しています。
　この総代会は、決算事項の承認、定款変更、理事・
監事の選任等の重要事項を決議する最高意思決定機関
です。したがって、総代会は、総会と同様に、会員一
人ひとりの意見が経営に反映されるよう、会員の中か
ら選任方法や選考基準に従って選任された総代により
運営されます。また、当金庫では総代会に限定するこ
となく日常の営業活動を通じて、総代や会員の皆さま
をはじめ、お客さまからの声を経営に反映させるよう
努めています。
　なお、総代会の運営に関するご意見やご要望につき
ましては、お近くの営業店までお寄せください。

●総代の任期
　3年
●総代の定数
　120人以上150人以内
　会員数に応じて選任区域ごとに定められています。
　なお、2022年5月1日現在の総代数は137人、
　2022年3月31日現在の会員数は103,726人です。

●報告事項　　  第99期（2021年度）業務報告、貸借対照表及び損益計算書報告の件
　
●決議事項　　  第1号議案　剰余金処分案承認の件
　　　　　　　  第2号議案　定款第15条に基づく会員除名の件
　　　　　　　  第3号議案　監事の任期満了に伴う改選の件
　　　　　　　  第4号議案　退任役員に対する退職慰労金等支給の件

会　員
②総代候補者選考委員会を開催の 

うえ、選考基準に基づき総代候補
者選考委員が総代候補者を選考

2022年6月22日、第132回通常総代会において次の事項が付議され、それぞれ原案通り承認されました。

当金庫の概要

● 総代会制度

● 第99期通常総代会の決議事項

● 総代の任期・定数
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❶
総代候補者選考委員

の選任

❷
総代候補者の

選考

❸
総代の選任

　総代は、会員の代表として、会員の総意を経営に反
映させる重要な役割を担っています。
　そこで、総代は次の3つの手続きを経て選任されます。
　①  総代会の決議により、会員の中から総代候補者選

考委員を選任
　②  総代候補者選考委員会を開催のうえ、総代候補者

選考委員が総代候補者を選考
　③  総代候補者を会員が信任（異議の申し出をすること

ができる）

（1）資格要件
　①当金庫の会員であること
　②就任時点で満80歳に達しない方
　③就任期間が15年を超えない方

（2）適格要件
　①当金庫の経営理念を十分理解している方
　②当金庫の発展に寄与していただける方
　③良識をもって正しい判断ができる方
　④人格・識見に優れ、地域における信望が厚い方
　⑤総代候補者選考委員が適格と認めた方

総代の選任方法 総代候補者の選考基準

地区を10区の選任区域に分け、会員数に応じて選任区域ごとに総代の定数を定める

総代会の決議により、選任区域ごとの会員のうちから総代候補者選考委員を委嘱

総代候補者選考委員の氏名を店頭に掲示

総代候補者選考委員が総代候補者を選考

総代候補者の氏名を店頭に1週間以上掲示

理事長は総代を委嘱

他の候補者を選考 欠員（選考を行わない）

当該総代候補者が選任区域の
総代定数の1/2以上

⃝会員から異議がなかった場合
⃝総代候補者のうち総代となることについ

て異議の申し出があったが、異議を申し
出た会員が選任区域の会員数の1/3未満
であった場合

理事長に報告

左記掲示について電子公告

総代の氏名を店頭に1週間以上掲示

⃝総代候補者のうち総代となることについ
て選任区域の会員数の1/3以上の会員か
ら異議の申し出があった場合

異議申出期間（公告後2週間以内）

上記●②の手続きを経て

当該総代候補者が選任区域の
総代定数の1/2未満

● 総代の選任方法

● 総代が選任されるまでの手続き
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当金庫の概要

選任区域 地区 総代数 氏名

第1区

川崎市川崎区・藤沢市・鎌倉市・
大和市・相模原市・厚木市・
海老名市・座間市・綾瀬市・
横須賀市・逗子市・三浦郡葉山町

22人

明石　 洋子 ② 石塚 真由美 ① 石渡　 勝朗 ⑥ 石渡 美彌子 ① 石渡　 好子 ①
岩﨑　 眞一 ③ 岩瀬　 友伸 ② 臼井　 正朗 ③ 神山　 重子 ① 坂　　 信子 ③
佐々木 浩司 ① 澤田　 英樹 ① 髙橋　 義美 ③ 茶谷　 龍太 ① 野路　 一治 ②
星野　　 実 ② 堀内　 愛元 ⑧ 堀江　 裕明 ① 松永　 葊美 ③ 安本　 勝彦 ③

山入端 勢津子 ② 渡　　　 脩 ①

第2区 川崎市幸区 11人
五十嵐 正義 ② 板坂　　 誠 ① 大熊　 洋子 ① 大澤　 義和 ⑤ 岸　　 快山 ③
小滝　 和子 ① 野﨑　 良助 ③ 深瀬　　 勇 ⑥ 深瀬　 貴正 ① 安岡　 恵子 ①
山﨑 由美子 ①

第3区 川崎市中原区 14人
安藤　　 均 ① 石川　 𠮷一 ① 市川　 功一 ③ 織戸　 一郎 ② 上澤　　 博 ③
栗島 登志雄 ④ 篠塚　 英夫 ④ 鈴木　 正人 ④ 手塚 健一郎 ① 中島　 正純 ②
中山　 克己 ⑤ 成川　 一郎 ② 沼田　 早苗 ① 原　　 博夫 ⑦

第4区 川崎市高津区 12人
青木　 保男 ① 秋元　 哲夫 ④ 池上　 英嗣 ① 小黒　 俊子 ③ 小俣　 博司 ③
川邉　 英夫 ② 川邊　　 裕 ⑨ 小泉　 正博 ② 田中　　 薫 ① 田辺　 春雄 ⑥
細谷 やよい ① 村田　 裕志 ④

第5区 川崎市宮前区 9人
太田 みどり ① 置鮎　 弘健 ② 小野塚　 英 ② 亀ケ谷　 修 ⑤ 白井　 竹男 ①
鈴木　 裕子 ① 露木　 直義 ⑤ 藤本　 文雄 ④ 持田　 容伸 ①

第6区 川崎市多摩区 13人
井口　 武雄 ② 石井　 利也 ② 遠藤　　 悟 ① 北島　 克己 ② 小塚　 良雄 ②
正地　 輝次 ② 末吉　 一夫 ① 鈴木　 秀幸 ① 田村　　 章 ① 平山　 晴海 ①
松浦　　 隆 ④ 山田　 康恵 ① 吉澤　 和久 ④

第7区 川崎市麻生区 6人
壁　　 宣昭 ③ 小島　 澄人 ③ 志村　 幸男 ④ 下平　 敦子 ① 鈴木　 澄夫 ③
中村　 倫子 ②

第8区
横浜市のうち港北区・都筑区・
青葉区・緑区

21人

秋本　 和敏 ② 秋元　 勝儀 ① 柏倉　 輝司 ③ 岸　　 順一 ⑤ 小池　　 裕 ③
佐藤　 誠三 ① 城田　　 明 ④ 杉浦　 紳浩 ④ 鈴木　 伸司 ① 鈴木　　 葊 ①
関口　 孝夫 ③ 高瀬　　 茂 ③ 武田　 好正 ① 西山　 裕一 ① 蛭間　 正子 ①
星野　 修司 ② 堀内　 資公 ② 前川　 壽久 ④ 簑原　 利憲 ③ 宮田　 正雄 ②
村松 紀美枝 ②

第9区

横浜市のうち鶴見区・神奈川区・
西区・南区・港南区・保土ケ谷区・
旭区・戸塚区・瀬谷区・栄区・泉区・
中区・磯子区・金沢区

19人

阿部　 林子 ① 石渡　 健一 ② 石渡　 秀夫 ③ 小塚　 光雄 ① 近藤 愛次郎 ①
齋藤　 康治 ⑦ 澤野 喜美江 ② 澁谷　 佳明 ② 島津　 憲二 ⑥ 菅原　 和代 ②
鈴木　 義春 ③ 關　　　 進 ② 田邉　 勝久 ① 堂本　 典子 ① 宮地　 英夫 ⑥
村木　　 緑 ② 八木下 孝美 ① 横山　 潤一 ③ 渡井　 和佳 ③

第10区
東京都のうち大田区・世田谷区・品川区・目黒区・
港区・千代田区・渋谷区・中央区・府中市・調布市・
町田市・多摩市・稲城市・狛江市・八王子市

10人
岡本　 順一 ① 柴田　 茂昭 ① シュミット 友子 ① 醍醐　 光男 ⑤ 戸田　 利恵 ①
林　　 幹也 ② 増田　 幹雄 ⑦ 美須　 孝子 ④ 三尾　 祥子 ① 村田　 光良 ④

（50音順）（敬称略）（2022年5月1日現在）
注：丸数字は総代の就任回数

（注）業種別の構成比は法人役員・個人事業主に限ります。
法人役員の方は属されている法人の業種で分類しています。

（2022年5月1日現在）

会員の皆さまのご意見反映について
　当金庫では会員の皆さまをはじめ、お客さまのご意見やご要望を金庫業務の改善やお客さまサービスの向上・充
実に役立てています。当金庫ホームページに｢お問い合わせ｣ページを設置しているほか、会員の皆さまにお送りし
ている｢業務報告｣に｢ご意見はがき｣を同封していますので、ご意見等をお聞かせいただければ幸いです。

70歳代
79人　57.7%

50歳代
11人　8.0%

60歳代
47人　34.3%

総代の年代別構成

法人役員
89人　65.0%

個人　
2人　1.5%

個人事業主
46人　33.6%

総代の職業別構成

製造業
16人　11.9%

卸・小売業
23人　17.0%

各種サービス業
21人　15.6%

建設業
14人　10.4%

その他  7人
5.2%
農業  3人
2.2%

不動産業
8人　5.9%

不動産
賃貸業
43人
31.9%

総代の業種別構成

● 総代のご紹介
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会 長 草壁　悟朗
理 事 長 堤　　和也
専 務 理 事 小泉　知寛
常 務 理 事 堀米　　博
常 務 理 事 熊谷　雅仁  

常 勤 理 事 竹原　　潤
常 勤 理 事 鈴木　和則
常 勤 理 事 黒澤　　穣
非常勤理事 市川緋佐麿（※1）

非常勤理事 中島　眞一（※1）

常 勤 監 事 蜂巣　幸彦  

非常勤監事 武田　信平（※2）

非常勤監事 飛彈　良一

※1の理事については、信用金庫業界の「総代会の機能向上策等に関する業界申し合わせ」に基づく職員外理事です。
※2の監事については、信用金庫法第32条第5項に定める員外監事です。

（2022年6月22日現在）

監事会

総代会

理事会
役員会

常勤理事

非常勤理事
非常勤監事

代表理事会
会長

専務理事
常務理事

常勤監事

総
合
企
画
部

業
務
部

融
資
部

事
務
部

事
務
集
中
部

本
店
営
業
部 出

張
所

人
事
教
育
部

資
金
運
用
部

リ
ス
ク
統
括
部

監
査
部

理事長

お
客
さ
ま
サ
ポ
ー
ト
部

支
店

総
務
部

秘
書
室

● 組織機構図（2022年6月30日現在）

● 役員
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当金庫の概要

1923年 7月 産業組合法による有限責任川崎信用組合設立

1942年 2月 預金量1,000万円達成

1945年 5月 中原信用利用組合（上小田中1660）、高津信用組合（溝口
678）と合併、川崎信用組合から川崎市信用組合へ名称変更

1948年 6月 手形交換（帝国銀行を親銀行とする代理交換）加入
川崎市公金事務取扱開始

1951年10月 信用金庫法施行に伴い、川崎市信用金庫に組織変更

1952年 7月 為替事務取扱開始

1959年 1月 全国信用金庫連合会代理業務取扱開始

1960年 6月 預金量100億円達成

1961年 2月 神奈川県公金事務取扱開始

1963年 1月 日本銀行と当座取扱開始

1964年 6月 日本銀行歳入代理店指定、国税収納事務取扱開始

1965年10月 横浜市公金事務取扱開始

1966年 8月 日本銀行国債代理店業務取扱開始

1967年 2月 消費者ローン制度化（住宅ローン）

    　 3月 預金量500億円達成

1971年 3月 預金量1,000億円達成

1972年 9月 東京都公金収納代理店指定開始

    　10月 川崎信用金庫へ名称変更、シンボルマーク制定
東京・横浜手形交換所に直接加盟

1979年 2月 全国銀行内国為替制度に加盟

    　 3月 営業部、両替商業務の取扱開始
新本店竣工

1982年 4月 ATM（現金自動預入支払機）稼働

1983年 4月 国債の窓口販売開始

1984年 2月 初の店舗外ATMとして観音出張所、尻手出張所開所

    　 7月 融資オンラインスタートにより総合オンライン完成

1985年 9月 外国為替業務認可

1986年 3月 「かわしんビジネスサービス（株）」設立

    　 9月 預金量5,000億円達成

1987年 6月 公共債ディーリング業務開始

1989年 2月 完全週休2日制導入

1990年 6月 ATM日曜・祝日稼働開始

1992年 3月 預金量1兆円達成

1993年 6月 定期預金金利の完全自由化の実施

    　11月 川崎市社会功労賞受賞

1994年10月 預金金利の完全自由化

1995年 1月 キャッシュコーナー年中無休365日稼働開始

1996年11月 川崎市内南武線各駅店舗展開完成

1997年 5月 会計監査人の外部監査開始

1998年 4月 県債引受団に参入

    　 7月 ATM休日入金の取扱開始

    　11月 ATM時間延長、ATMによる休日振込取扱開始

    　12月 投資信託の窓口販売開始

1999年 2月 神奈川商工信用組合からの事業譲受けを実行

    　 3月 ゆうちょ銀行ATMと提携

2000年 3月 デビットカード取扱開始

    　 9月 毎年9月16日を「 防犯の日」と定める

2001年 3月 投資信託窓口販売全店スタート

    　 4月 損害保険の窓口販売開始

2002年 8月 四半期経営情報の開示を開始

    　12月 ユーロ建外貨預金の取扱開始

2003年 7月 アイワイバンク銀行（現セブン銀行）とのATM提携開始

    　12月 川崎市へ岡本太郎作の壁画「空の散歩」寄贈

2004年11月 決済用預金（無利息型普通預金）発売

2006年 8月 ICキャッシュカード取扱開始

2009年 3月 地域密着型金融の取組みに関し、財務省関東財務局より顕彰

    　 6月 生命保険の窓口販売開始

2010年11月 株式会社ビューカードとATM提携

2011年 8月 中原事務センター完成

2013年 2月 電子記録債権サービス取扱開始

    　 5月 創立90周年職員大会開催

    　 6月 第1回ビジネスマッチングwithかながわ8信金の開催

    　 7月 明治大学との産学連携協定の締結

2014年 1月 NISA（少額投資非課税制度）口座取扱開始

    　 3月 川崎市との包括連携協定の締結

    　 9月 日本政策金融公庫及び川崎市信用保証協会との「創業支
援等に係る業務連携・協力に関する覚書」の締結

2015年 9月 貸出金量1兆円達成

    　10月 次世代育成支援対策推進法に基づく次世代認定マーク
「くるみん認定」取得

2016年 2月 神奈川県との「中小企業・小規模企業活性化の推進に
関する協定書」の締結

    　 7月 神奈川県内8信金による「災害時等における相互支援に
関する協定書」の締結

2017年 1月 知的財産交流事業の取組みが、内閣府より2016年度
の金融機関等の「特徴的な取組み事例」34選に認定

    　 9月 川崎商工会議所との「包括連携協力に関する協定｣の締結
（公財）横浜企業経営支援財団との「業務提携に関する協定」の締結

    　12月 川崎市・川崎商工会議所・（公財）川崎市産業振興財団
との「中小企業者の事業承継支援に関する協定」の締結

2018年 1月 新勘定系システム稼働

    　 6月 全国信用金庫協会より信用金庫社会貢献賞「地域活性
化しんきん運動・優秀賞」を受賞

    　10月 株式会社バトンズとの「事業承継支援に関する協定」の締結
川崎市社会福祉協議会会長表彰を受賞

2019年 4月 預金量2兆円達成

    　 9月 （公財）川崎市産業振興財団との「中小企業者等支援に
関する協定」の締結

2020年 2月 「かながわプラごみゼロ宣言」に賛同

    　 4月 「かながわSDGsパートナー」に登録

    　 7月
 

「Kawasaki Big Advance」取扱い開始
「店頭タブレットシステム」を登戸支店に導入

    　 9月 「プラチナくるみん認定」取得

    　10月 「再エネ100宣言RE Action」に参加

    　11月 脱炭素戦略「かわさきカーボンゼロチャレンジ2050」に賛同

2021年 4月 「かわさきSDGsパートナー」ゴールドパートナーに認証
「川崎市SDGsプラットフォーム」に参加

2022年 4月 法人開拓事務所「大森オフィス」開設

● のあゆみ
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主要な事業の内容は以下のとおりです。
1．預金及び定期積金の受入れ
2．資金の貸付け及び手形の割引
3．為替取引
4．上記1～3の業務に付随する次に掲げる業務その他の業務

（1） 債務の保証又は手形の引受け
（2）   有価証券（（5）に規定する証書をもって表示される金銭債権に該当するもの及び短期社債等を除く。）の売

買（有価証券関連デリバティブ取引に該当するものを除く。）又は有価証券関連デリバティブ取引（投資の
目的をもってするものに限る。）

（3） 有価証券の貸付け
（4）   国債証券、地方債証券若しくは政府保証債券（以下「国債証券等」という。）の引受け（売出しの目的をもっ

てするものを除く。）並びに当該引受けに係る国債証券等の募集の取扱い及びはね返り玉の買取り
（5） 金銭債権の取得又は譲渡及びこれに付随する業務（除く商品投資受益権証書の取得・譲渡に係る付随業務）
（6） 短期社債等の取得または譲渡
（7） 次に掲げる者の業務の代理

（8） 次に掲げる者の業務の代理又は媒介（内閣総理大臣の定めるものに限る。）
金庫（信用金庫及び信用金庫連合会）

（9） 信託会社又は信託業務を営む金融機関の業務の代理又は媒介（内閣総理大臣の定めるものに限る。）
ほがらか信託株式会社
信金中央金庫
三菱UFJ信託銀行株式会社
株式会社りそな銀行

（10）国、地方公共団体、会社等の金銭の収納その他金銭に係る事務の取扱い
（11）有価証券、貴金属その他の物品の保護預り
（12）振替業
（13）両替
（14）  デリバティブ取引（有価証券関連デリバティブ取引に該当するものを除く。）であって信用金庫法施行規則

で定めるもの（（5）に掲げる業務に該当するものを除く。）
（15）  金融等デリバティブ取引（（5）及び（14）に掲げる業務に該当するものは除く。）
（16）  ファイナンス・リース取引の媒介（会員又はこれに準ずる者として信用金庫法施行規則で定めるもののた

めにするものに限る。）
5．  国債証券、地方債証券、政府保証債券その他の有価証券について金融商品取引法により信用金庫が営むことの

できる業務（上記4により行う業務を除く。）
6．法律により信用金庫が営むことのできる業務

（1） 保険業法（平成7年法律第105号）第275条第1項により行う保険募集
（2） 地方債又は社債その他の債券の募集又は管理の受託
（3） 確定拠出年金法（平成13年法律第88号）により行う業務
（4）   高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律第26号）の定めるところにより、高齢者居住支援セ

ンターからの委託を受けて行う債務保証の申込の受付及び保証債務履行時の事務等（債務の保証の決定及
び求償権の管理回収業務を除く。）

（5）   電子記録債権法（平成19年法律第102号）第58条第2項の定めるところにより、電子債権記録機関の委託
を受けて行う電子債権記録業に係る業務

株式会社日本政策金融公庫
独立行政法人住宅金融支援機構
独立行政法人勤労者退職金共済機構
独立行政法人福祉医療機構
日本銀行
年金積立金管理運用独立行政法人
独立行政法人中小企業基盤整備機構
地方住宅供給公社
独立行政法人環境再生保全機構

東日本建設業保証株式会社
独立行政法人労働者健康安全機構
一般社団法人しんきん保証基金
一般財団法人ベンチャーエンタープライズセンター
一般財団法人建設業振興基金
一般社団法人全国石油協会
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構
公益財団法人不動産流通推進センター
独立行政法人情報処理推進機構

● 主要な事業の内容
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内部管理態勢

　経営の健全性確保に向け、内部統制の在り方を定める「内部管理基本方針」を制定し、内部管理態勢の充実に努め
ています。

内部管理基本方針
　当金庫は、本方針に則り、継続的に内部管理体制の整備を進め、その実効性確保に努める。

リスク管理の基本方針
　リスク管理を経営課題の一つと位置づけ、経営に直結したリスク管理委員会を組織するほか、下部組織に各リス
ク管理部会（統合的リスク管理部会、信用リスク管理部会、市場・流動性リスク管理部会、事務・システムリスク
管理部会）を設置してリスク管理の充実・強化に努めています。
　お客さまに安心してお取引いただくために、多様化、複雑化するリスクを適切に管理して経営の健全性と安定性
を確保していきます。

リスク管理体制の組織概要

1. 理事および職員、ならびに子会社の役職員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
2. 理事の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
4. 理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
5. 監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合における当該職員に関する事項
6. 理事および職員、ならびに子会社の役職員が監事に報告をするための体制その他の監事への報告に関する体制
7. その他監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制
8. 当金庫およびその子会社における業務の適正を確保するための体制

理　事　会

リスク管理委員会
（リスク統括部）

オペレーショナル・リスク

代表理事会

ALM委員会
（総合企画部）

かわしんCSIRT
（事務部）

信用リスク
管理部会
（融資部）

統合的リスク管理部会
（リスク統括部）

総合企画部

市場・流動性
リスク管理部会
（総合企画部）

市場・流動性
リスク管理部会
（総合企画部）

事務・
システムリスク
管理部会
（事務部）

事務・
システムリスク
管理部会
（事務部）

コンプライアンス・リスク
人的リスク
有形資産リスク
風評リスク
（各担当部署）

信用リスク

統合的リスク 自己資本管理

市場リスク 流動性リスク 事務リスク システムリスク その他リスク

マネロン・テロ資金供与リスク管理部会
（リスク統括部・事務部・資金運用部）

マネロン・テロ資金供与
リスク管理部会
　経営陣が、主導性を発揮
して本部各部室の連携・協
働を確保し、有効な管理態
勢を整備する取組みを推進
する組織。
　リスクベース・アプロー
チによる管理態勢の構築・
維持について、組織横断的
に継続した取組みを進めて
います。

かわしんCSIRT
（Computer Security
Incident Response
Team）
　高度化・巧妙化するサイ
バー攻撃に対応するために、
サイバーセキュリティ管理
態勢の整備及び実行力向上
を図るための組織

● リスク管理態勢
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各リスクの管理に関する基本方針

統合的リスク
　種類毎に定量化するなどの方法で評価したリス
クを総体的に捉え、経営体力（自己資本）と比較・
対照することによりリスクを把握することです。
　各種業務の遂行に伴い発生する様々なリスクを
正しく把握し、リスクを統合的に管理することに
よって、経営の健全性及び適切性の確保を図るこ
とを基本方針としています。

自己資本管理
　正確な自己資本比率の算定に加え、自己資本充
実度の評価を行い、直面するリスクに見合う充実
した自己資本を維持することによって、健全性の
確保を図ることを基本方針としています。

信用リスク
　お取引先の財務状況の悪化等により、保有する
資産（オフ・バランス資産を含む）の価値が減少ない
し消失し、金融機関が損失を被るリスクのことです。
　信用リスクの所在・種類・特性を的確に把握し、
保有する資産の健全性及び適正な収益の確保に努
めることを基本方針としています。
　組織面では審査部門を営業推進部門から分離独
立させています。また、管理面ではクレジット・
ポリシー（融資に関する基本方針）を定め、公共
性・成長性・安全性・収益性・流動性の5原則に
則った厳格な審査を実施しています。そのうえで、
特定の業種や大口取引に偏らない小口多数取引に
よって、信用リスクの分散・削減を図っています。

流動性リスク
　運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出
で必要な資金確保が困難になる、または通常より
も著しく高い金利での資金調達を余儀なくされる
ことにより損失を被るリスク、及び市場の混乱等
で市場取引ができなくなる、あるいは通常よりも
著しく不利な価格での取引を余儀なくされること
により損失を被るリスクのことです。
　市場流動性の状況を適切に把握し対応するとと
もに、資金調達・運用構造に即して資金の入り払
いの平準化を図り、適切かつ安定的な資金繰り管
理を行うことを基本方針としています。

市場リスク
　金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファ
クターの変動により、資産・負債の価値が変動し
損失を被るリスク、及び資産・負債から生み出さ
れる収益が変動し損失を被るリスクのことです。
　経営方針等に則り、業務の規模、特性及びリス
クの態様に見合った管理態勢を構築し、市場リス
クを適正に把握、分析し、コントロールすること
により、適正な収益、業務の健全性及び適切性を
確保することを基本方針としています。

オペレーショナル・リスク
　業務上における不適切な処理の発生によって損失を受けるリスクのことです。事務リスクやシステムリスク、
風評リスクなどが該当します。これらのリスクについて総合的な管理態勢を構築することによって、業務の健
全性及び適切性の確保に努めています。

事務リスク
　すべての事務において想定
される不適切な事務手続、事故、
不正等の事務リスクの所在を
把握し、適切な事務管理体制
を整備すること、また厳正な
事務処理を確保することを基
本方針としています。

システムリスク
　保有する情報とその情報を利
用するシステムについてセキュ
リティ・ポリシー（情報資産保
護に関する基本方針）を定め、
適切な管理体制を整備するとと
もに、情報と情報システムの安
全性、信頼性の維持を図ること
を基本方針としています。

その他リスク
　コンプライアンス・リスク、
人的リスク、有形資産リスク、
風評リスクが該当します。
　各担当部署において適切な
リスク管理を行っています。
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内部管理態勢

法令等遵守に係る基本方針

コンプライアンス・プログラム

コンプライアンス組織体制図

コンプライアンス・マニュアル

　金庫役職員は、コンプライアンスの精神に則り、経営の健全性を高め、高い倫理観に基づいた良識ある業務
活動を通して地域社会の信頼に応えていきます。そのため、金庫は、コンプライアンスを経営の最重要課題の
一つとして位置づけ、役職員一体となって取り組むことを基本方針としています。

　リスク統括部は、法令等遵守及び顧客保護等管理に関する総轄部署です。本部各部署と連携して金庫役職員全体
のコンプライアンス意識の醸成・向上を図るとともに、指導・助言を行っています。
　また、本部各部署及び各営業店にコンプライアンス責任者とコンプライアンス担当者を配置し、各部署における
コンプライアンス・リスクへの対応を図っています。さらに、コンプライアンスに係る相談の補完的機能として

「コンプライアンス相談窓口（ヘルプライン）」を設置しています。

　コンプライアンス重視の風土を醸成し、法令等
遵守及び顧客保護等管理に関する態勢の整備・強
化・浸透を図るため、年度毎にコンプライアン
ス・プログラムを策定しています。
　また、四半期毎にその進捗状況を取りまとめる
とともに、外部環境の変化等を踏まえて見直しを
行っています。

　コンプライアンス意識の向上を図るため、具体
的な手引書であるコンプライアンス・マニュアル
を策定し、全役職員に内容の周知を図っています。
　本マニュアルには、法令等違反行為を発見した
場合の対処方法のほか、「法令等違反事例」を収録
し、具体的な事例毎に関連する法令や事務取扱要
領などを示し、留意すべきチェック・ポイントを
説明しています。

コンプライアンス責任者・担当者

職             員

部 　 室 　 店

理　事　会

リスク統括部長

 リスク統括部
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報告

監査
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監査

代表理事会・役員会
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承認・指示

指導・助言

付議・報告

承認・指示 付議・報告

報告

 報告

指導・助言・検証
モニタリング

理　事　長

監査部

子会社

監　事
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弁護士

ヘ
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ラ
イ
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相
談
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● コンプライアンス態勢
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預金等の不正な払戻しへの対応
　偽造・盗難キャッシュカード、盗難通帳やインターネットバンキングによる預金等の不正な払戻しが社会問題化
していることを踏まえ、各種対策を講じるとともに、原則として個人のお客さまについては補償の対象としていま
す。お客さまに安心してご利用いただくためにも、セキュリティ向上に努めるとともに、お客さまの立場に立った
対応をより一層強化していきます。

反社会的勢力に対する基本方針
　社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力との関係を遮断するため、「反
社会的勢力に対する基本方針」を定めています。

1 当金庫は、反社会的勢力との取引を含めた関係を遮断し、不当要求に対しては断固として拒絶します。

2 当金庫は、反社会的勢力による不当要求に対し、職員の安全を確保しつつ組織として対応し、迅速な問題解決に努めます。

3 当金庫は、反社会的勢力に対して資金提供、不適切・異例な取引および便宜供与は行いません。

4 当金庫は、反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、暴力追放運動推進センター、弁護士などの外部専門機関と緊
密な連携関係を構築します。

5 当金庫は、反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対抗措置を講じる等、断固たる態度で対応します。

暴力団排除条項の導入
　政府が策定した「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」等を踏まえ、普通預金をはじめとする各
種預金規定やその他の取引規定、金銭消費貸借契約証書等に「暴力団排除条項」を導入しています。
　「暴力団排除条項」とは、預金者や契約者等が暴力団等の反社会的勢力であることが判明し、取引の継続が不適切
であると判断した場合には、取引の停止や契約の解除ができることを定めた条項です。これにより、取引や契約の
開始の際には、お客さまご本人や保証人の方が暴力団等の反社会的勢力に該当しないこと等への表明・確約をいた
だいています。

盗難通帳

インターネットバンキング

振り込め詐欺等への対応

　盗難通帳による預金等の不正な払戻しの発生防止に向け、
預金の引出し時における厳正な本人確認を実施しているほ
か、お客さまからの通帳盗難（紛失）等による引出し停止の
連絡を24時間受付できる体制をとっています。
　万が一、お客さまがこのような被害にあわれた場合には、
原則として補償の対象としています。

　全国的にインターネットバンキングによる不正な払戻
し被害が発生しています。当金庫では、個人を対象とし
ている「 ダイレクトweb」・法人を対象としてい
る「 ビジネスweb」をご利用のお客さまが万が一
被害にあわれた場合には、被害内容の状況に応じて、原
則として補償の対象としています。

　オレオレ詐欺や架空請求詐欺などのいわゆる「振り込め詐欺」等は、手口が巧妙・複雑化し、また新しい手口が次々と発生し
ています。被害を受けたお客さまの財産被害の迅速な回復を目的とした「振り込め詐欺救済法」に基づき、犯罪に利用された口
座の取引を停止し、残っている犯罪被害資金を被害にあわれたお客さまに返還するルールを定め、対応しています。
　また、振り込め詐欺を防止するため、窓口での積極的な声掛けやATMコーナーにおける携帯電話の使用自粛等、被害の未然
防止策をより一層強化しています。お客さまの大切なご預金をお守りするための対策として、年齢が70歳以上の一部のお客さ
まに対して、キャッシュカードの引出し限度額及び振込限度額を引き下げ、詐欺被害の防止に努めています。

偽造・盗難キャッシュカード

　お客さまが偽造・盗難キャッシュカードによる不正な
預金の払出しの被害にあわれた場合に、「預金者保護法」
に則した補償を行っています。
　また、偽造・盗難キャッシュカードによる不正な預金
の払出しの被害を防止するために、生年月日等の他人に
推測されやすい暗証番号を指定できなくしているほか、
不正な預金の払出しが疑われる異常な取引の有無を監視
しています。さらに、スキミング等による偽造キャッ
シュカード被害を防止するため、「ICキャッシュカード」
を発行する等の対策も実施しています。

● 金融犯罪への取組み
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内部管理態勢

　顧客保護等管理態勢に係る基本方針として、「法令等を遵守し、誠実かつ公正に事業を遂行することにより、当
金庫の顧客の正当な利益の確保及びその利便性の向上を図り、もって顧客からの信頼を確保すること」と定め、以
下の管理事項等に取り組んでいます。

顧客説明管理態勢

顧客情報管理態勢

お客様の声・お問い合わせへの対応

　お客さまに提供するすべての取引または商品・
サービスについて、適切かつ十分な説明及び情報
の提供を行います。

　お客さまの情報については、あらかじめ利用の
目的を明確にしたうえで法令等に基づき適正に取
得するとともに、情報漏えい等を防止するため適
切に管理します。

　お客さまから寄せられたご意見やご要望をお客さまサービスの向上・充実に向けて業務の改善に役立てています。また、ご質問
やご意見などをホームページで受け付ける「お問い合わせフォーム」もあります。
　寄せられたご意見等は本部に一元的に集められ、役員や担当部署にその内容を報告することはもとより、全職員に内容を伝える
など情報の共有に努めています。
　今後もお寄せいただいたご意見等を真摯に受け止め、迅速かつ適切な対応により、業務の改善につなげ、お客さまにご満足いた
だけるよう努めていきます。
　各店に「お客様の声カード」も備え付けていますので、お気軽にご意見をお寄せください。
2021年度「お客様の声」の受付件数（本部・営業店合計）281件
2021年度 ホームページ「お問い合わせフォーム」お問い合わせ件数275件

顧客サポート等管理態勢

外部委託管理態勢

　お客さまからの問い合わせ、相談、要望、苦情
及び紛争には、お客さまのご理解とご納得が得ら
れるよう適切かつ十分に対応します。

　お客さまとの取引に関連して業務を外部委託す
る場合は、お客さまの情報、その他お客さまの正
当な利益を保護するため、適切に外部委託先を選
定・管理します。

利益相反管理方針（概要）
　お客さまの利益が不当に害されないために必要な措置の一つとして「利益相反管理方針」を定めるとともに、その
概要を公表しています。

1 当金庫は、当金庫がお客さまと行う取引を対象として利益相反管理を行います。

2

当金庫は、次に掲げる取引のうち、お客さまの利益が不当に害されるおそれのある取引を利益相反管理の対象とします。
（1） 当金庫が契約等に基づく関係を有するお客さまと行う取引
（2） 当金庫が契約等に基づく関係を有するお客さまと対立または競合する相手と行う取引
（3） 当金庫が契約等に基づく関係を有するお客さまから得た情報を不当に利用して行う取引
（4） （1）から（3）のほかお客さまの利益が不当に害されるおそれのある取引

3

当金庫は、利益相反管理の対象となる取引について、次に掲げる方法その他の方法を選択し、またこれらを組み合わせることに
より管理します。

（1） 利益相反管理の対象となる取引を行う部門とお客さまとの取引を行う部門を分離する方法
（2） 利益相反管理の対象となる取引またはお客さまとの取引の条件または方法を変更する方法
（3） 利益相反管理の対象となる取引またはお客さまとの取引を中止する方法
（4）   利益相反管理の対象となる取引に伴い、お客さまの利益が不当に害されるおそれがあることについて、お客さまに適切に開

示する方法

4
当金庫は、営業部門から独立した管理部署の設置および責任者の配置を行い、利益相反のおそれのある取引の特定および利益相
反管理を一元的に行います。また、当金庫は、利益相反管理について定められた法令等を遵守するため、役職員等を対象に教育・
研修等を行います。

5 当金庫は、利益相反管理態勢の適切性および有効性について定期的に検証します。

● 顧客保護等管理態勢
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⃝苦情処理措置
　当金庫は、お客さまからの苦情のお申し出に公正かつ的確に対応するため業務運営体制・内部規則を整備し、その内容をホームペー
ジ、パンフレット等で公表しています。
　苦情は、当金庫営業日（午前9時～午後5時）に営業店（電話番号は27ページ参照）またはリスク統括部（電話：0120-119-034）にお申
し出ください。
　証券業務に関する苦情は、当金庫が加入する日本証券業協会から苦情の解決業務等の委託を受けた「特定非営利活動法人 証券・金融
商品あっせん相談センター（FINMAC）」でも受け付けています。
⃝紛争解決措置
　当金庫は、紛争解決のため、当金庫営業日に前記リスク統括部または全国しんきん相談所、関東地区しんきん相談所にお申し出があ
れば、神奈川県弁護士会（電話：045-211-7716）、東京弁護士会（電話：03-3581-0031）、第一東京弁護士会（電話：03-3595-
8588）、第二東京弁護士会（電話：03-3581-2249）の仲裁センター等にお取次ぎいたします。また、お客さまから各弁護士会に直接
お申し出いただくことも可能です。
　東京三弁護士会の仲裁センター等は、東京都以外の各地のお客さまにもご利用いただけます。その際には、お客さまのアクセスに便
利な東京以外の弁護士会をご利用する方法として、東京以外の弁護士会において東京の弁護士会とテレビ会議システム等を用いる方法

（現地調停）や、東京以外の弁護士会に案件を移す方法（移管調停）があります。
　なお、ご利用いただける弁護士会については、あらかじめ、東京三弁護士会、全国しんきん相談所または当金庫リスク統括部にお問
い合わせください。
　このほかに、証券業務に関する紛争は、当金庫が加入する日本証券業協会から紛争の解決のあっせん等の委託を受けた「特定非営利
活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC）」でも受付を行っています。

●全国しんきん相談所 平日午前9時～午後5時 ☎ 03-3517-5825
●関東地区しんきん相談所 平日午前9時～午後5時 ☎ 03-5524-5671
●証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC） 平日午前9時～午後5時  0120-64-5005

　当金庫は、「金融サービスの提供に関する法律」に基づき、金融商品の販売等に際しては、次の事項を遵守し、勧
誘の適正の確保を図ることとします。

1 当金庫は、お客さまの知識、経験、財産の状況及び当該金融商品の販売に係る契約を締結する目的に照らして、適正な情報の提
供と商品説明をいたします。

2 金融商品の選択・購入は、お客さまご自身の判断によってお決めいただきます。その際、当金庫は、お客さまに適正な判断をし
ていただくために、当該金融商品の重要事項について説明をいたします。

3 当金庫は、誠実・公正な勧誘を心掛け、お客さまに対し事実と異なる説明をしたり、誤解を招くことのないよう、研修等を通じ
て役職員の知識の向上に努めます。

4 当金庫は、お客さまにとって不都合な時間帯や迷惑な場所での勧誘は行いません。

（注）   当金庫は、確定拠出年金運営管理機関として、確定拠出年金法上の『企業型年金に係る運営管理業務のうち運用の方法の選定及び加入者等に対
する提示の業務』及び『個人型年金に係る運営管理機関の指定もしくは変更』に関しても本勧誘方針を準用いたします。

※ 金融商品の販売等に係る勧誘についてご意見やお気づきの点等がございましたら、お近くの窓口までお問い合わせください。

個人情報保護宣言（プライバシーポリシー）[抜粋]

　当金庫は、お客様からの信頼を第一と考え、個人情報及び個人番号（以
下「個人情報等」といいます）の適切な保護と利用を図るため、「個人情報
の保護に関する法律」「行政手続における特定の個人を識別するための番
号の利用等に関する法律」をはじめとする関係諸法令等を遵守します。
　また、個人情報等の機密性・正確性の確保に努めます。
　個人情報等に関する次の事項につきましては、当金庫のホームペー
ジ及び店頭でお渡しできるご案内でご覧いただけます。

1. 個人情報等の取得
2. 個人情報等の利用目的
3. 個人情報等の開示・訂正・利用停止等
4. 個人情報等の安全管理
5. 個人情報等の第三者提供について

【お問い合わせ窓口】
　当金庫の個人情報の取扱いに関するご質問、苦情、異議の
申し立てについては、下記相談窓口までご連絡ください。

川崎信用金庫 リスク統括部
住所
〒210−0006　川崎市川崎区砂子2丁目11番地1
電話番号
0120−119−034
土・日・祝日及び12月31日～1月3日を除く
午前9時～午後5時

FAX
044−222−5901
当金庫のホームページ
https://www.kawashin.co.jp/

「お問い合わせ」→「お問い合わせフォーム」

金融ADR制度への対応

金融商品に係る勧誘方針

個人情報保護に対する取組み
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  貸金庫 店　名 住　所 TEL（代表）

川
崎
市
内

川
崎
区

● 本店営業部 砂子2−11−1 044-220-2286

 本店営業部川崎地下街出張所 駅前本町26−2−1001 044-245-1818

● 大師支店 東門前1−1−11 044-266-6581

 大師支店藤崎出張所 藤崎1−30−3 044-201-3920

● 小田支店 小田4−13−7 044-322-3737

● 大島支店 大島3−16−13 044-244-4134

 渡田支店 渡田1−16−1 044-344-0081

● 京町支店 京町1−18−11 044-344-2257

幸
区

 御幸支店 南幸町3−34−2 044-511-0147

● 鹿島田支店 下平間107−5 044-511-1207

 鹿島田支店古市場出張所 古市場1−32−5 044-533-5211

● 加瀬支店 南加瀬3−6−1 044-588-8811

 加瀬支店小倉出張所 小倉3−30−10 044-588-7473

 遠藤町支店 遠藤町5−1 044-533-1231

中
原
区

● 武蔵小杉支店 小杉町3−600 044-733-0101

 武蔵小杉支店新丸子出張所 新丸子東1−828 044-434-2821

● 住吉支店 木月1−25−8 044-422-0188

 住吉支店苅宿出張所 木月1−25−8
住吉支店内 044-422-0188

● 新城支店 上新城2−8−1 044-777-4181

 宮内支店 宮内2−25−10 044-751-5601

 向河原支店 下沼部1748−6 044-434-4551

 平間支店 北谷町3−3 044-533-8251

● 武蔵中原支店 上小田中5−1−3 044-754-6388

高
津
区

● 高津支店 溝口4−18−34 044-822-3131

 梶ヶ谷支店 末長1−23−30 044-888-3831

 子母口支店 子母口564−1 044-751-4181

● 久地支店 久地4−24−5 044-814-0131

宮
前
区

● 野川支店 野川本町3−26−22 044-755-8511

● 向ヶ丘支店 南平台2−10 044-977-7411

 有馬支店 東有馬3−19−2 044-854-9711

● 宮前平支店 宮前平2−20−6 044-852-8811

  貸金庫 店　名 住　所 TEL（代表）

川
崎
市
内

多
摩
区

● 登戸支店 登戸2596 044-911-3411

● 中野島支店 中野島1−9−3 044-944-7311

● 稲田堤支店 菅1−3−20 044-944-3170

 長沢支店 長沢4−2−12 044-976-5003

 宿河原支店 宿河原3−4−3 044-911-5666

 読売ランド駅前支店 西生田3−9−26 044-952-2330

麻
生
区

 百合丘支店 百合丘1−20−2 044-966-3141

 柿生支店 上麻生5−43−18 044-987-7311

● 新百合丘支店 上麻生1−6−1 044-952-2838

横
浜
市
内

鶴
見
区

● 鶴見支店 北寺尾1−1−4 045-572-5211

● 潮見橋支店 本町通1−7−5 045-521-1261

 矢向支店 矢向6−6−32 045-582-8311

 駒岡支店 駒岡2−18−7 045-571-7222

港
北
区

● 綱島支店 綱島西1−5−5 045-542-1771

● 大倉山支店 大倉山1−28−8 045-542-2561

 吉田橋支店 綱島西4−14−7 045-546-3031

● 住吉支店日吉出張所 日吉2−6−2 045-561-0911

 新羽支店 新羽町1669−1 045-544-5181

都
筑
区

 勝田支店 勝田町266−13 045-592-7693

● 仲町台支店 仲町台1−7−19 045-942-3351

青葉
区  市が尾支店 市ヶ尾町1064−10 045-972-5611

南
区

● 六ッ川支店 六ッ川1−82−4 045-712-5771

 南太田支店 南太田1−29−6 045-715-1144

東
京
都
内

大
田
区

● 久が原支店 東嶺町28−10 03-3754-1541

 糀谷支店 西糀谷4−21−22 03-3742-3351

●貸金庫を取り扱っている店舗
※投資信託窓口販売及び生命保険は全店（出張所は日吉出張所のみ）でお取扱いしています。

   住　所 TEL（代表）

川
崎
市
内

川崎
区 本部 砂子2−11−1 044-222-7581

中原
区 中原事務センター 上小田中6−22−16 044-739-2152

東京
都内

大田
区 大森オフィス 大森中2−7−16 03-3298-7310

（2022年6月30日現在）

営業地区
神奈川県
川崎市、横浜市、藤沢市、鎌倉市、
大和市、相模原市、厚木市、海老
名市、座間市、綾瀬市、横須賀市、
逗子市、三浦郡葉山町

東京都
大田区、世田谷区、品川区、目黒区、
港区、千代田区、渋谷区、中央区、
府中市、調布市、町田市、多摩市、
稲城市、狛江市、八王子市

店舗・ATMのご案内

● 店舗一覧

キャッシュカード等の紛失・盗難・偽造発生時のご連絡
キャッシュカード・通帳・印鑑の紛失や盗難、偽造キャッシュカードによる払出しの被害にあった場合はただちにご連絡ください。

曜日 時間帯 連絡先 電話番号

平日 9:00～16:00 口座開設店 上記一覧表をご覧ください
上記以外の時間帯  カードお問い合わせセンター  0120-225-201土・日・祝日・12/31～1/3 終日
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  店　名 所　在

川
崎
市
内

川
崎
区

八丁畷駅前出張所 京浜急行線八丁畷駅前
イトーヨーカドー川崎港町出張所 イトーヨーカドー川崎港町店1階
京急川崎駅西口出張所 京浜急行線京急川崎駅西口前
観音出張所 観音2丁目商店街
出来野出張所 大師出来野商店街
川崎大師駅前出張所 京浜急行線川崎大師駅前
イトーヨーカドー川崎店出張所 イトーヨーカドー川崎店1階
ライフ桜本出張所 スーパーライフ川崎桜本店1階
中島出張所 中盛会通り商店街
渡田出張所 渡田向町商店街

幸
区

尻手出張所 南武線尻手駅前・尻手幸ビル1階
ラゾーナ川崎プラザ第1出張所 ラゾーナ川崎プラザ1階
ラゾーナ川崎プラザ第2出張所 ラゾーナ川崎プラザ2階
塚越出張所 塚越銀座商店街
サウザンドシティ出張所 サウザンドモール2階
京急ストア新川崎店出張所 シンカモール2階京急ストア新川崎店内

中
原
区

苅宿ATM出張所 川崎市立苅宿小学校前
関東労災病院出張所 関東労災病院外来棟1階
新城出張所 あいもーる商店街
中丸子出張所 中丸子商店街

  店　名 所　在

川
崎
市
内

高
津
区

ノクティ出張所 南武線武蔵溝ノ口駅前ノクティプラザ1階
溝口駅南口出張所 南武線武蔵溝ノ口駅前南口バス停前
マルエツ坂戸店出張所 マルエツ坂戸店敷地内
二子新地駅前出張所 東急田園都市線二子新地駅前
津田山駅前出張所 南武線津田山駅前

宮
前
区

たいら出張所 そうてつローゼンたいら店敷地内
マルエツ宮前店出張所 マルエツ宮前店敷地内
北部市場出張所 川崎北部市場内
菅生出張所 菅生三丁目バス停（溝口駅方面）向い側
宮前平駅前出張所 東急田園都市線宮前平駅そば
鷺沼駅前出張所 鷺沼駅ビル2階

多摩
区

生田出張所 小田急線生田駅前
多摩区総合庁舎出張所 多摩区総合庁舎1階

麻生
区 麻生病院出張所 麻生総合病院1階

横
浜
市
内

鶴
見
区

馬場町出張所 横浜市立東高校入口バス停前
鶴見駅東口シークレイン出張所 シークレイン1階
イオン駒岡店出張所 イオン駒岡店1階
マルエツ朝日町店出張所 マルエツ朝日町店入口横

港北
区

大曽根出張所 大曽根商店街
アピタテラス横浜綱島出張所 アピタテラス横浜綱島1階

・ATMコーナーは年中無休でご利用いただけます。
・キャッシュカードのご利用時間帯は、平日・休日ともに7：00～22：00となっています。
　※一部の店舗外ATMコーナーにつきましては、稼働時間が異なります。

（2022年6月30日現在）

● 店舗外ATM一覧

の
カ
ー
ド

平日

取 引 内 容 7：00	 8：45	 		 18：00	 22：00
入 　 　 金  無　  料　 （通帳のみでのご入金も可能　※当座預金へのご入金は15：00までの取扱いとなります ※硬貨入金は8：45から17：00までの取扱いとなります）  
出 　 　 金  110円 無　  料 110円  
残高照会・記帳   無　  料  
振 込・ 振 替  （当日扱い　※ あて当座預金への振込は15：00以降翌営業日扱いとなります）  

 ※15：00以降の時間帯は、お振込先金融機関の対応状況、お受取人口座の状況により、当日扱いとはならない場合もございます。

土曜日
※祝日を除く

取 引 内 容 7：00	 9：00	 14：00	 		 22：00
入 　 　 金  無　  料　 （通帳のみでのご入金も可能 ※紙幣のみの取扱いとなります）  
出 　 　 金  110円 無　  料 110円  
残高照会・記帳   無　  料   
振 込・ 振 替  （当日扱い　※ あて当座預金への振込は翌営業日扱いとなります）  

 ※お振込先金融機関の対応状況、お受取人口座の状況により、当日扱いとはならない場合もございます。

日曜日
・

祝日

取 引 内 容 7：00	 		 		 		 22：00
入 　 　 金  無　  料　 （通帳のみでのご入金も可能 ※紙幣のみの取扱いとなります）  
出 　 　 金  110円  
残高照会・記帳  無　  料  
振 込・ 振 替  （当日扱い　※ あて当座預金への振込は翌営業日扱いとなります）  

  ※お振込先金融機関の対応状況、お受取人口座の状況により、当日扱いとはならない場合もございます。

以
外
の
信
用
金
庫
の
カ
ー
ド

平日

取 引 内 容 7：00	 8：45	 		 18：00	 22：00
入 　 　 金  110円 無　  料 110円  
出 　 　 金  110円 無　  料 110円  
残 高 照 会   無　  料  
振 　 　 込  110円 無　  料 110円  

土曜日
※祝日を除く

取 引 内 容 7：00	 9：00	 14：00	 		 22：00
入 　 　 金  110円 無　  料 110円  
出 　 　 金  110円 無　  料 110円  
残 高 照 会   無　  料   
振 　 　 込  110円 無　  料 110円  

日曜日
・

祝日

取 引 内 容 7：00	 		 		 		 22：00
入 　 　 金  110円  
出 　 　 金  110円  
残 高 照 会  無　  料  
振 　 　 込  110円  

   

銀
行
等（
信
用
金
庫
以
外
）の
カ
ー
ド

平日

取 引 内 容 	 8：00	 8：45	 		 18：00	 21：00
入 金

ご利用できません

ご利用できません  
出 金 220円 110円 220円  
残 高 照 会 無　  料
振 込 220円 110円 220円
キャッシング（注1） 110円 無　  料 110円  
ゆうちょ銀行入金 220円 110円 220円  

土曜日
※祝日を除く

取 引 内 容 	 8：00	 		9：00	 14：00	 	 	 21：00
入 金

ご利用できません

ご利用できません  
出 金 220円 110円 220円  
残 高 照 会 無　  料
振 込 220円 110円 220円
キャッシング（注1） 無　  料 110円  
ゆうちょ銀行入金 220円 110円 220円  

日曜日
・

祝日

取 引 内 容 		 8：00	 		9：00	 		 	 	 21：00
入 金

ご利用できません

ご利用できません  
出 金 220円  
残 高 照 会 無　  料
振 込 220円
キャッシング（注1） 110円  
ゆうちょ銀行入金 220円  

振
込

 7：00	 8：00	 21：00	 22：00
平日    

土曜日   ご利用可能時間  
日・祝日    

利用区分 振込金額 当金庫内 他行庫宛同一支店宛※ 他の支店宛

ATM
現金 5万円未満 110円 110円 440円

5万円以上 330円 330円 660円
キャッシュ

カード
5万円未満 無料 110円 330円
5万円以上 550円

ATMお取引時間帯別利用手数料（消費税込）
（2022年3月31日現在） 

現金でのお振込利用可能時間 ATM振込手数料

⃝10万円以下のみご利用が可能です。
⃝振込カードをご利用の場合、または 本支店あての振込の場合は

7：00～22：00のご利用が可能です。
⃝お振込の際は別途ATM振込手数料がかかります。

※受取人の口座がある支店でのお振込が対象です。

※一部の信用金庫・銀行及び提携先等のカードの場合、上記ご利用時間・手数料と異なる場合があります。詳しくはお取引金融機関または提携先にお問い合わせください。
※正月三が日及び土曜日が祝日と重なる場合は、祝日の手数料が適用されます。　※一部ご利用時間の異なるATMがあります。詳しくは窓口までお問い合わせください。

（注1）一部の提携先は、ご利用時間・手数料が異なります。
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信用金庫法第89条（銀行法第21条準用）に基づく開示項目

2022年版ディスクロージャー誌開示項目一覧索引

開示項目一覧索引

 

本編 資料編
■単体情報（信用金庫法施行規則第132条）   
1. 金庫の概況及び組織に関する事項   

（1）事業の組織 18  
（2）理事及び監事の氏名及び役職名 18  
（3）事務所の名称及び所在地 1  

 
2. 金庫の主要な事業の内容 20  
   
3. 金庫の主要な事業に関する事項   

（1）直近の事業年度における事業の概況 3、4  
（2）  直近の5事業年度における主要な事業の状況を示

す指標   

①経常収益  7
②経常利益又は経常損失  7
③当期純利益又は当期純損失  7
④出資総額及び出資総口数  7
⑤純資産額  7
⑥総資産額  7
⑦預金積金残高  7
⑧貸出金残高  7
⑨有価証券残高  7
⑩単体自己資本比率  7
⑪出資に対する配当金  7
⑫役職員数・会員数  7

（3）直近の2事業年度における事業の状況を示す指標   
①主要な業務の状況を示す指標   

ア.業務粗利益及び業務粗利益率  8
イ.   業務純益、実質業務純益、コア業務純益及

びコア業務純益（投資信託解約損益を除く。）  8

ウ.   資金運用収支、役務取引等収支及びその他
業務収支  8、9

エ.   資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残
高、利息、利回り及び資金利鞘  8

オ. 受取利息及び支払利息の増減  9
カ. 総資産経常利益率  8
キ. 総資産当期純利益率  8

②預金に関する指標   
ア.   流動性預金、定期性預金、譲渡性預金その

他の預金の平均残高  10

イ.   固定金利定期預金、変動金利定期預金及び
その他の区分ごとの定期預金の残高  10

③貸出金等に関する指標   
ア.   手形貸付、証書貸付、当座貸越及び割引手

形の平均残高  11

イ.   固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金
の残高  11

ウ.   担保の種類別の貸出金残高及び債務保証見
返額  11

エ.   使途別（設備資金及び運転資金の区分）の貸
出金残高  11

オ.   業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占
める割合  11

カ. 預貸率の期末値及び期中平均値  8
④有価証券に関する指標   

ア. 商品有価証券の種類別の平均残高  13
イ. 有価証券の種類別の残存期間別の残高  13
ウ. 有価証券の種類別の平均残高  13
エ. 預証率の期末値及び期中平均値  8

 
本編 資料編

4. 金庫の事業の運営に関する事項   
（1）リスク管理の体制 21、22  
（2）法令遵守の体制 23、24  
（3）  中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための

取組み状況 7−14  

（4）金融ADR制度への対応 26  
   
5.   金庫の直近の2事業年度における財産の状況に関

する事項   

（1）  貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書又
は損失金処理計算書  1−6

（2） 金庫の有する債権のうち次に掲げるものの額及び
①から④までに掲げるものの合計額   

①  破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当す
る貸出金  16

②危険債権に該当する貸出金  16
③三月以上延滞債権に該当する貸出金  16
④貸出条件緩和債権に該当する貸出金  16
⑤正常債権に該当する貸出金  16

（3）  自己資本の充実の状況について金融庁長官が別に
定める事項  17

（4）  次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、
時価及び評価損益   

①有価証券  13、14
②金銭の信託  14
③  信用金庫法施行規則第102条第1項第5号に掲

げる取引  14

ア.金融等デリバティブ取引   
イ.先物外国為替取引   

（5）貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額  12
（6）貸出金償却の額  12
（7）  金庫が信用金庫法第38条の2第3項の規定に基づ

き貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書
又は損失金処理計算書について会計監査人の監査
を受けている場合にはその旨

 2

   
6.   報酬等に関する事項であって、金庫の業務の運営

又は財産の状況に重要な影響を与えるもの  10

   
■連結情報（信用金庫法施行規則第133条）   
1. 金庫及びその子会社等の概況に関する事項   

（1）  金庫及びその子会社等の主要な事業の内容及び組
織の構成  30

（2）金庫の子会社等に関する事項   
①名称  30
②主たる営業所又は事務所の所在地  30
③資本金又は出資金  30
④事業の内容  30
⑤設立年月日  30
⑥  金庫が保有する子会社等の議決権の総株主又は

総出資者の議決権に占める割合  30

   
2. 金庫及びその子会社等の主要な事業に関する事項   

（1）直近の事業年度における事業の概況  30
（2）  直近の5連結会計年度における主要な事業の状況

を示す指標   

①経常収益  30
②経常利益又は経常損失  30
③  親会社株主に帰属する当期純利益又は 

親会社株主に帰属する当期純損失  30

④純資産額  30
⑤総資産額  30
⑥連結自己資本比率  30
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金融機能の再生のための緊急措置に関する法律（金融再生法）第7条に基づく開示

 

本編 資料編
■資産の査定の公表  16

任意開示項目

 

本編 資料編
1. 概況・組織・方針等   

（1）経営理念 2
（2）経営方針・経営計画 2
（3）総代・総代会 15－17
（4）内部管理基本方針 21
（5）反社会的勢力に対する基本方針 24
（6）金融犯罪への取組み 24
（7）顧客保護等管理態勢 25
（8）利益相反管理方針（概要） 25
（9）金融商品に係る勧誘方針 26
（10）個人情報保護宣言 26
（11）会員数・出資金・配当率の推移 15
（12）営業地区 27

 
2. 損益に関する指標

（1）資金調達原価 9
（2）役務取引の状況 9
（3）その他業務利益の内訳 9
（4）営業経費の内訳 9

 
3. 預金に関する指標

（1）預金科目別残高・構成比 10
（2）預金者別預金積金残高・構成比 10
（3）職員1人当たり・1店舗当たり預金積金残高 10
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4. 貸出金等に関する指標

（1）貸出金科目別残高・構成比 11
（2）会員・会員外別貸出金残高 12
（3）職員1人当たり・1店舗当たり貸出金残高 12
（4）消費者ローン・住宅ローン残高 12
（5）代理貸付残高の内訳 12

5. その他業務
（1）内国為替・外国為替取扱高 15
（2）外貨建資産残高 15
（3）公共債・投資信託・保険の窓口販売実績 15
（4）自動機設置台数 15

6. その他
（1）  2021年度における貸借対照表、損益計算書及び

剰余金処分計算書（以下、「財務諸表」という。）並
びに財務諸表作成に係る内部監査等について適正
性・有効性等を確認している旨

２

「資料編」のご案内
財務状況等のより詳細な情報については、「資料編」を作成してい
ます。「資料編｣は、当金庫窓口に備え付けているほか、当金庫
ホームページに掲載しています。
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3.   金庫及びその子会社等の直近の2連結会計年度に
おける財産の状況に関する事項   

（1）  連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結剰余金
計算書  31－36

（2） 金庫の有する債権のうち次に掲げるものの額及び
①から④までに掲げるものの合計額   

①  破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当す
る貸出金  16

②危険債権に該当する貸出金  16
③三月以上延滞債権に該当する貸出金  16
④貸出条件緩和債権に該当する貸出金  16
⑤正常債権に該当する貸出金  16

（3）連結の範囲に関する事項   
①  連結グループのうち、連結子会社の数並びに主

要な連結子会社の名称及び主要な業務の内容  30、31

②  連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係
る制限等の概要  30

（4）  自己資本の充実の状況について金融庁長官が別に
定める事項  18

（5）  金庫及びその子法人等が2以上の異なる種類の事
業を営んでいる場合の事業の種類ごとの区分に従
い、当該区分に属する経常収益の額、経常利益又
は経常損失の額及び資産の額として算出したもの
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■自己資本の充実の状況等   

（1）自己資本の構成に関する事項  17、18
（2）自己資本の充実度に関する事項  19、20
（3）信用リスクに関する事項  21－24
（4）信用リスク削減手法に関する事項  24
（5）派生商品取引の取引相手のリスクに関する事項  25
（6）市場リスクに関する事項  25
（7）流動性リスクに関する事項  25
（8）出資等エクスポージャーに関する事項  26
（9）オペレーショナル・リスクに関する事項  27
（10）  リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエ

クスポージャーに関する事項  27

（11）金利リスクに関する事項  28、29
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ホームページのご案内

https://www.kawashin.co.jp/
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